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　1　問題の所在と目的

　本稿の目的は，日本の公立義務教育諸学校で学ぶ外国人児童生徒等（複数の

言語・文化背景をもつ日本国籍の児童生徒を含む）を対象とする教育施策や指

導内容・方法の効果を分析・評価していくために，収集すべき基礎データは何

かを検討することである。

　OECD の『国際移民アウトルック 2019』によれば，2017 年に日本に流入し

た外国人の数は約 47 万 5 千人で，ドイツ（約 138 万 4 千人），アメリカ（約

112 万 7 千人），イギリス（約 52 万人）に次ぐ第 4 位である（OECD2019）。

しかし，他の移民受入れ国とは異なり，日本政府は「真に必要な分野に着目し，

移民政策とは異なるものとして，外国人材の受入れを拡大する（内閣府 2018, 

p.26）」としており，施策上，「移民」という用語の使用は避けられている。「移

民」や「外国人」の定義は，国や地域によって多様であるが，「移民の子ども

（immigrant students）」の学力や教育政策の成果を分析してきた OECD の最近
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の報告書『移民の子どもと学校 : 統合を支える教育政策』（OECD 編著 2017）

では，「移民背景（immigrant background）」という概念がとられるようになった。

すなわち，子ども本人だけではなく，親世代の移民経験が考慮されている。一

方，移民政策をとっていない日本では，本人または親の国際移住経験によって

複数の言語・文化背景をもつ児童生徒を対象とした教育施策において，「帰国

児童生徒」「外国人児童生徒」（国籍による区別），「日本語指導が必要な児童生

徒」「外国人児童生徒等」（外国籍か日本国籍かにかかわらず，日本語の力に着

目した判断による区別）といった呼称が用いられている。

　先行研究が指摘するように，日本では，かれらに対する教育施策は日本の学

校生活への適応指導と日本語教育の 2 本柱が中心であり，それは，在日韓国・

朝鮮人や在日中国人の子どもたちを対象とする「在日外国人教育」，「海外子女

教育」，「帰国子女教育」，「中国帰国孤児子女教育」といった日本社会の歴史

的経緯における過去の施策をほぼ踏襲するかたちで継続してきた（下村 1993，

佐々木・阿久澤 1998，太田 2005，山本 2007，児島 2009，臼井 2017 など）。

日本の現状では，外国籍者は国内法における就学義務の対象となっていないた

め，国内の公教育施策においては，「帰国児童生徒」（日本国籍）であるか，「外

国人児童生徒」（外国籍）であるか，という国籍による区別で施策の対象者を

分けており，どちらの対象者も，日本人と同一の教育を受けられるようにとの

目的から適応指導と日本語教育が重点化されてきた。その後，1990 年 6 月の

改正出入国管理及び難民認定法の施行とグローバル化の進展に伴い，日本国籍

をもつ児童生徒のなかで，「帰国児童生徒」以外に，重国籍の子どもや，保護

者のどちらかが外国籍者であり，日本語以外の言語を家庭内で使用する子ども

たちが増加した。この子どもたちは，施策上，「日本語指導が必要な児童生徒」「外

国人児童生徒等」と呼ばれ，外国籍の子どもと複数の言語・文化背景をもつ日

本国籍の子どもが同じ施策の対象者として扱われるようになった。しかし，「日

本語指導が必要な」という呼称が象徴するように，これまでの適応指導と日本

語教育の流れの影響が依然として強く，移民受入れ諸国で議論されているよう

な，学力保障の観点からの対策は遅れている。公的予算を投じる以上，施策や
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指導内容・方法の効果が検討される必要があるが，「日本語指導が必要な児童

生徒」が急増しつつある現状にあっても，評価に必要な基礎データそのものが

十分に収集されていない。

　そこで，本稿では，諸外国と日本を比較した上で，日本の教育施策における

外国人児童生徒の位置付けの変遷を確認し，今後，効果的な施策を講じていく

ために，どのようなデータを収集するべきかを検討する。

　2　公的統計に表れない子どもたち

　　　―「日本語指導が必要な児童生徒」とは誰のことか―

　移民政策をとっていない日本では，公的統計の基幹統計を作成するための国

勢調査において国籍が調査対象項目になっているのは韓国・朝鮮，中国，アメ

リカのみである。その他の国籍を含めた国籍別の在留外国人数は，毎年の在留

外国人統計（法務省入国管理局）によって示される。また，ハヤシザキ（2015）

が指摘するように，毎年の学校基本調査（文部科学省）では，外国人児童生徒

の在籍数を把握しているが，日本国籍や重国籍の子どもで複数の言語・文化背

景をもつ児童生徒は統計上に表れてこない。不登校の外国人児童生徒数，中学

校卒業外国人生徒の高等学校等への進学者数・就職者数，高等学校卒業外国人

生徒の大学等への進学者数・就職者数も公的統計としては把握されていない（1）。

　文部科学省は，第 3 期（2018 ～ 2022 年度）教育振興基本計画（平成 30（2018）

年 6 月 15 日閣議決定）において，客観的な根拠を重視した教育政策の推進を

掲げ，EBPM（Evidence Based Policy Making: 証拠に基づく政策立案）の推進

等を担う組織として 2018 年 10 月の組織再編で「総合教育政策局」を新設（生

涯学習政策局を改組）した（森田 2019）。EBPM を推進する内閣官房行政改革

推進本部は，2018 年 9 月 5 日から 10 月 5 日まで「統計等データの提供等に関

するユーザーからの要望・提案募集」を行い，要望・提案内容と検討結果の一

覧を公表している。このなかで，外国人に関するデータの要望・提案に対して

は，例えば，「国勢調査における外国ルーツ（父母あるいは祖父母の出身が外国）
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の日本人の把握」について，「本件については，人の出自に関わるものであり，

家族に対しても明らかにすることを望まない者もいると思われるような非常に

センシティブなものであると考えられるため，正確な統計を作成する観点から，

慎重な検討が必要です。」との回答がなされている（内閣官房行政改革推進本

部 2019）。出自による差別や偏見は当然避けねばならず，それは社会の側の問

題であるが，属性による機会や結果の不平等を是正する公教育政策を立案する

ために必要な情報である。また，外国人の子どもに関するデータの要望・提案

の多くに対して，参考として，「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に

関する調査」を実施している旨の回答がなされたが，この調査でも公的統計で

収集されていない項目は調査対象となっていない。

　「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査」は，文部科学省

が全国の教育委員会の業務統計（業務データを集計することにより作成される

統計）として 2 年ごとに実施している。「日本語指導が必要な児童生徒」とは，

「『日本語で日常会話が十分にできない児童生徒』及び『日常会話ができても，

学年相当の学習言語が不足し，学習活動への参加に支障が生じており，日本語

指導が必要な児童生徒』を指す（文部科学省 2019b）」。しかし，「日本語指導

が必要な児童生徒」であるかどうかを判断する統一的な客観的基準は設けられ

ておらず，どの子どもが「日本語指導が必要な児童生徒」であるかは，学校現

場の主観的判断によるところが大きい。また，川上（2019）が指摘するように，

「学習言語」とは何を意味するのかについて定義がなされていない。そのため，

地域や学校によって判断の基準と方法が異なる現状にある（2）。

　内閣官房行政改革推進本部「EBPM のニーズに対応する経済統計の諸課題

に関する研究会」の第 7 回（平成 28（2016）年 11 月 22 日）では，「初等中等

教育政策における EBPM 推進に際し解決すべき教育統計データの課題」とし

て，特に，教職員定数の充実や学級規模・少人数教育の効果に関連して，外国

人児童生徒への対応も指摘されている（赤林 2016）。今後，更なる増加が予想

される複数の言語・文化背景をもつ子どもたちに対する教育施策の立案と評価

に向けて，諸外国の先進事例を参考にしながら，まずは，必要な基礎データを
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収集していく必要がある。

　次節では，日本で施策の対象となっている「日本語指導が必要な児童生徒」

に相当する子どもが諸外国ではどのように規定されているのか，その呼称と定

義を整理する。

　3　 諸外国の教育施策における国際移住を背景とする子どもの呼称と

定義

　臼井他（2016）は，日本と英豪米における「移民」や「外国人」の児童生徒

の教育課題がどのような文脈の下でどのような施策として位置付けられている

のかを検討し，英豪米では，言語教育施策，学力向上施策，貧困対策としての

教育政策に，国籍にかかわらず，課題をもつ子どもが施策の対象として位置付

けられていることを示している。他の移民国家や移民受入れ国においても，ま

た，日本と同様に外国からの移住者が急増している韓国においても，国籍では

なく，子ども本人や親の国際移住経験と言語・文化背景によって施策の対象を

規定している。表 1 は，各国の教育施策において国際移住を背景とする子ども

がどのような呼称で呼ばれ，対象者がどのように定義されているかを整理した

ものである。
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ー

以
外

の

者

・
 片

親
，
ま

た
は

2
親

が
外

国
人

で
あ

る

家
庭

の
子

ど
も

・
 学

校
に

在
籍

し
て

い
る

児
童

生

徒
の

う
ち

，
海

外
勤

務
者

等
の

子

供
で

，
引

続
き

1
年

を
超

え
る

期

間
海

外
に

在
留

し
，
前

年
度

間
に

帰
国

し
た

児
童

生
徒

・
外

国
籍

の
児

童
生

徒

・
 「
日

本
語

で
日

常
会

話
が

十
分

に

で
き

な
い

児
童

生
徒

」
及

び
「

日

常
会

話
が

で
き

て
も

，
学

年
相

当

の
学

習
言

語
が

不
足

し
，
学

習
活

動
へ

の
参

加
に

支
障

が
生

じ
て

お
り

，
日

本
語

指
導

が
必

要
な

児

童
生

徒
」

・
 外

国
人

児
童

生
徒

や
日

本
語

指

導
が

必
要

な
日

本
国

籍
の

児
童

生
徒

以
下

の
文

献
・

資
料

を
参

照
し

，
筆

者
作

成
。

イ
ギ

リ
ス

・
オ

ー
ス

ト
ラ

リ
ア

: 臼
井

他
（

20
16

），
園

山
編

（
20

16
），

ア
メ

リ
カ

: 臼
井

他
（

20
16

），
一

般
財

団
法

人
自

治

体
国

際
化

協
会

ニ
ュ

ー
ヨ

ー
ク

事
務

所
（

20
18

），
カ

ナ
ダ

:O
A

SD
I （

20
16

），
フ

ラ
ン

ス
・

ド
イ

ツ
・

ス
ウ

ェ
ー

デ
ン

・
ス

ペ
イ

ン
: 園

山
編

（
20

16
），

オ
ラ

ン
ダ

: 末
岡

（
20

14
），

園
山

編
（

20
16

），
ベ

ル
ギ

ー
: 山

本
編

（
20

17
），

韓
国

: 金
（

20
16

），
日

本
:e

-S
ta

t （
政

府
統

計
ポ

ー
タ

ル
サ

イ
ト

）
ht

tp
s:

//w
w

w
.e

-s
ta

t.g
o.

jp
/s

ur
ve

yi
te

m
s/

de
fin

iti
on

s/
55

10
0 ，

文
部

科
学

省
（

20
19

a ）
，

文
部

科
学

省
（

20
19

b ）
注

1 ）
移

民
の

デ
ー

タ
は

，
左

か
ら

，
20

17
年

の
国

の
総

人
口

に
対

す
る

移
民

の
割

合
，

移
民

人
口

に
対

す
る

0
歳

～
14

歳
の

割
合

（
下

線
），

流
入

し
た

移
民

数
の

国
別

順

位
を

示
す

（
O

E
C

D
20

18
，

20
19

）。
な

お
，

こ
の

デ
ー

タ
に

お
け

る
「

移
民

」
は

，「
外

国
生

ま
れ

の
者

」
を

指
し

，
難

民
や

留
学

生
も

含
む

。

注
2 ）

韓
国

及
び

日
本

は
移

民
政

策
を

と
っ

て
い

な
い

。
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外国人児童生徒等教育施策の EBPM に向けた課題（小池）

　表 1 に示した施策対象の子どもの呼称とその定義を見ると，移民の社会統合

政策の一環として教育施策を講じている国では，学力格差の解消という視点か

ら，政策のモニタリングの変数として，親の出身国・地域，親の社会的経済的

階層，本人の出生地，出生時の国籍，移住時の年齢，性別，エスニシティ，第

一言語，家庭で使用する言語，就学時の年齢，就学期間，学力調査結果などが

考慮されている。フランスでは，1981 年から社会的・経済的に「恵まれない

（défavorisé）」地域への教育予算配分を多くするなどの「優先教育地域（ZEP）」

政策が実施されており，「移民」であること自体ではなく，彼らの置かれてい

る社会的経済的環境の問題として教育課題を捉えている（園山編 2016）。また，

オランダでは，1985 年に児童の「文化的背景」（「非西洋系」のみ対象）と「保

護者学歴」に応じて配分される加重予算システム（Gewichtenregeling）があっ

たが，2006 年 8 月より「文化的背景」の項目は撤廃され，「保護者学歴」のみ

が基準となった（末岡 2014）。

　日本では，移民国家や移民受入れ国と比べると，総人口に対する「移民」の

割合が低いため，問題が可視化されにくい。また，日本では，エスニシティご

との集住は一部の地域であり，規模も小さいため，諸外国とは課題の状況が異

なる。しかし，表 1 に示したように，日本は移民人口に対する 0 歳～ 14 歳の

子どもの割合が高く，今後，かれらが日本に定住する可能性が高いことを考え

れば，教育上の課題を的確に把握するためにどのような基礎データを収集すべ

きか，諸外国の取り組みを参考にして検討する必要がある。

　4　日本の教育施策における外国人児童生徒の位置付けの変遷

　なぜ，日本では，「日本語指導が必要な」子どもという，指導する側の主観

的判断が施策対象を選別する基準となっているのか。栗原（2008）は，文部科

学省の白書に「外国人児童・生徒」が登場した 1992 年度から 2006 年度までの

施策の変遷を 3 つの時期に分けて整理している。第 1 期は，外国人児童生徒の

教育が「日本語教育の推進」の一環として位置付けられた 1992 年度から 2000
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年度まで，第 2 期は，「日本語教育の振興」の枠組みから外れ，「相互理解を進

める国際交流」に位置付けられた 2001 年度から 2003 年度まで，第 3 期は，「国

際社会に生きる人材の育成」として海外子女や帰国児童生徒と同列に位置付け

られた 2004 年度から 2006 年度までである。表 2 に，栗原の先行研究を一部再

掲し，直近の 2018 年度までの『文部科学白書』における外国人児童生徒教育

の位置付けの変遷を示す。
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外国人児童生徒等教育施策の EBPM に向けた課題（小池）
表

2　
日

本
の

教
育

施
策

に
お

け
る

外
国

人
児

童
生

徒
の

位
置

付
け

の
変

遷

年
度

海
外

子
女

・
帰

国
子

女
教

育
の

位
置

付
け

外
国

人
児

童
生

徒
教

育
の

位
置

付
け

外
国

人
児

童
生

徒
教

育
の

主
な

新
規

施
策

平
成

3
19

91
国

際
化

の
進

展
と

教
育

・
文

化
・

ス
ポ

ー
ツ

>
海

外
子

女
・

帰
国

子
女

教
育

の
充

実

>
>

海
外

子
女

教
育

の
充

実

>
>

帰
国

子
女

教
育

の
充

実

な
し

・
 「
日

本
語

教
育

が
必

要
な

外
国

人
児

童
生

徒
の

受
入

れ
状

況
等

に
関

す
る

調
査

」実
施

※
平

成
11

年
度

ま
で

は
隔

年
実

施
，
同

年
度

か

ら
平

成
20

年
度

ま
で

は
毎

年
度

実
施

，
平

成
20

年
度

以
降

は
隔

年
度

（
偶

数
年

度
）実

施

平
成

4
19

92
同

国
際

化
の

進
展

と
教

育
・

文
化

・
ス

ポ
ー

ツ

>
日

本
語

教
育

の
推

進

>
>

外
国

人
児

童
・

生
徒

に
対

す
る

日
本

語
教

育
等

・
日

本
語

教
材

『
に

ほ
ん

ご
を

ま
な

ぼ
う

』作
成

・
国

庫
負

担
に

よ
る

教
員

の
加

配
（

特
例

加
算

）

・
研

究
協

力
校

の
拡

充

平
成

5
19

93

同

芸
術

文
化

の
向

上
と

普
及

の
た

め
に

（
文

教
施

策
で

は
な

く
，
第

Ⅰ
部

文
化

の
振

興
の

章
）

>
世

界
に

広
が

る
日

本
語

教
育

>
日

本
語

学
習

熱
の

高
ま

り

>
>

外
国

人
児

童
生

徒
に

対
す

る
日

本
語

教
育

等

・
 小

学
校

4
年

ま
で

の
教

科
学

習
に

必
要

な
日

本

語
の

習
得

の
た

め
の

教
材

『
日

本
語

を
学

ぼ

う
2』

作
成

・
 母

語
を

理
解

す
る

指
導

協
力

者
の

巡
回

指
導

事
業

・
 保

護
者

に
日

本
語

学
習

の
機

会
を

提
供

す
る

日
本

語
適

応
教

室
の

開
設

促
進

事
業

（
全

国
3

地
域

）

・
 「
外

国
人

児
童

生
徒

等
に

対
す

る
日

本
語

指
導

指
導

者
養

成
研

修
」実

施

平
成

6
19

94
教

育
・

文
化

・
ス

ポ
ー

ツ
の

国
際

化
に

向

け
て

>
海

外
子

女
・

帰
国

子
女

教
育

の
充

実

>
>

海
外

子
女

教
育

の
充

実

>
>

帰
国

子
女

教
育

の
充

実

教
育

・
文

化
・

ス
ポ

ー
ツ

の
国

際
化

に
向

け
て

>
世

界
に

広
が

る
日

本
語

教
育

>
日

本
語

学
習

熱
の

高
ま

り

>
>

外
国

人
児

童
生

徒
に

対
す

る
日

本
語

教
育

等
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年

度
海

外
子

女
・

帰
国

子
女

教
育

の
位

置
付

け
外

国
人

児
童

生
徒

教
育

の
位

置
付

け
外

国
人

児
童

生
徒

教
育

の
主

な
新

規
施

策

平
成

7
19

95
同

教
育

・
文

化
・

ス
ポ

ー
ツ

の
国

際
化

に
向

け
て

>
世

界
に

広
が

る
日

本
語

教
育

>
日

本
語

を
学

ぶ
世

界
の

人
々

に

>
>

外
国

人
児

童
生

徒
に

対
す

る
日

本
語

教
育

等

・
 小

学
校

5,
6

年
の

教
科

学
習

に
必

要
な

日
本

語

の
習

得
の

た
め

の
教

材
『

日
本

語
を

学
ぼ

う
3』

作
成

平
成

8
19

96
同

教
育

・
文

化
・

ス
ポ

ー
ツ

の
国

際
化

に
向

け
て

>
相

互
理

解
を

進
め

る
国

際
交

流

>
日

本
語

教
育

の
振

興

>
日

本
語

を
学

ぶ
世

界
の

人
々

に

>
>

外
国

人
児

童
生

徒
に

対
す

る
日

本
語

教
育

等

平
成

9
19

97

平
成

10
19

98

同

>
国

際
社

会
に

生
き

る
日

本
人

の
育

成

>
>

海
外

子
女

教
育

の
充

実

>
>

帰
国

子
女

教
育

の
充

実

教
育

・
文

化
・

ス
ポ

ー
ツ

の
国

際
化

に
向

け
て

>
相

互
理

解
を

進
め

る
国

際
交

流

>
日

本
語

教
育

の
振

興

>
>

外
国

人
子

女
に

対
す

る
日

本
語

教
育

等

・
 体

系
的

な
日

本
語

指
導

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

作
成

（「
外

国
人

子
女

の
日

本
語

指
導

に
関

す
る

調

査
研

究
最

終
報

告
書

」
平

成
10

年
3

月
東

京
外

国
語

大
学

）

平
成

11
19

99
同

教
育

・
文

化
・

ス
ポ

ー
ツ

の
国

際
化

に
向

け
て

相
互

理
解

を
進

め
る

国
際

交
流

日
本

語
教

育
の

振
興

>
>

外
国

人
児

童
生

徒
に

対
す

る
日

本
語

教
育

等

平
成

12
20

00
国

際
化

へ
の

要
請

に
こ

た
え

て

>
国

際
社

会
に

生
き

る
日

本
人

の
育

成

>
>

海
外

子
女

教
育

の
充

実

>
>

海
外

か
ら

帰
国

し
た

児
童

生
徒

に

対
す

る
教

育
の

充
実

な
ど

国
際

化
へ

の
要

請
に

こ
た

え
て

>
相

互
理

解
を

進
め

る
国

際
交

流

>
日

本
語

教
育

の
振

興

>
>

外
国

人
児

童
生

徒
に

対
す

る
日

本
語

指
導

な
ど

・
 「
日

本
語

指
導

が
必

要
な

外
国

人
児

童
生

徒
の

受
入

れ
状

況
等

に
関

す
る

調
査

」
に

名
称

変
更

・
 『

マ
ル

チ
メ

デ
ィ

ア
版

に
ほ

ん
ご

を
ま

な
ぼ

う
』作

成
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年

度
海

外
子

女
・

帰
国

子
女

教
育

の
位

置
付

け
外

国
人

児
童

生
徒

教
育

の
位

置
付

け
外

国
人

児
童

生
徒

教
育

の
主

な
新

規
施

策

平
成

13
20

01
平

成
14

20
02

平
成

15
20

03

国
際

化
・

情
報

化
へ

の
対

応
 

>
国

際
交

流
・

協
力

の
充

実
に

向
け

て
 

>
>

国
際

社
会

に
生

き
る

日
本

人
の

育

成 >
>

>
海

外
子

女
教

育
の

充
実

>
>

>
海

外
か

ら
帰

国
し

た
児

童
生

徒

に
対

す
る

教
育

の
充

実
な

ど

国
際

化
・

情
報

化
へ

の
対

応

>
国

際
交

流
・

協
力

の
充

実
に

向
け

て

>
>

相
互

理
解

を
進

め
る

国
際

交
流

>
>

>
外

国
人

児
童

生
徒

に
対

す
る

日
本

語
指

導
な

ど

・
平

成
13

年
度

よ
り

学
校

教
育

に
お

け
る

JS
L

（
第

二
言

語
と

し
て

の
日

本
語

）カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

開
発

平
成

16
20

04

平
成

17
20

05

国
際

交
流

・
協

力
の

充
実

に
向

け
て

>
国

際
社

会
に

生
き

る
人

材
の

育
成

>
>

海
外

子
女

教
育

の
充

実

>
>

海
外

か
ら

帰
国

し
た

児
童

生
徒

に
対

す
る

教
育

の
充

実

>
>

外
国

人
児

童
生

徒
に

対
す

る
教

育
の

充
実

・
平

成
17

年
度

就
学

ガ
イ

ド
ブ

ッ
ク

（
7

カ
国

語
）作

成

平
成

18
20

06
国

際
交

流
・

協
力

の
充

実
に

向
け

て

>
国

際
社

会
で

活
躍

す
る

人
材

の
育

成

>
>

海
外

子
女

教
育

の
充

実

>
>

海
外

か
ら

帰
国

し
た

児
童

生
徒

に
対

す
る

教
育

の
充

実

>
>

外
国

人
児

童
生

徒
に

対
す

る
教

育
の

充
実

平
成

19
20

07
国

際
交

流
・

協
力

の
充

実
に

向
け

て

>
国

際
社

会
で

活
躍

す
る

人
材

の
育

成

>
>

海
外

子
女

教
育

の
充

実

>
>

海
外

か
ら

帰
国

し
た

児
童

生
徒

に
対

す
る

教
育

の
充

実

>
>

外
国

人
に

対
す

る
教

育
の

充
実

>
>

>
外

国
人

児
童

生
徒

の
教

育
に

対
す

る
支

援

>
>

>
外

国
人

の
生

活
環

境
適

応
加

速
プ

ロ
グ

ラ
ム

・
 平

成
19

年
7

月
「

初
等

中
等

教
育

に
お

け
る

外
国

人
児

童
生

徒
教

育
の

充
実

の
た

め
の

検

討
会

」設
置

・
帰

国
・

外
国

人
児

童
生

徒
受

入
促

進
事

業
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政治研究　第 11 号
年

度
海

外
子

女
・

帰
国

子
女

教
育

の
位

置
付

け
外

国
人

児
童

生
徒

教
育

の
位

置
付

け
外

国
人

児
童

生
徒

教
育

の
主

な
新

規
施

策

平
成

20
20

08
国

際
交

流
・

協
力

の
充

実
に

向
け

て

>
国

際
社

会
で

活
躍

す
る

人
材

の
育

成

>
>

海
外

子
女

教
育

の
充

実

>
>

海
外

か
ら

帰
国

し
た

児
童

生
徒

に
対

す
る

教
育

の
充

実

>
>

外
国

人
に

対
す

る
教

育
の

充
実

>
>

>
外

国
人

児
童

生
徒

の
教

育
に

対
す

る
支

援

>
>

>
外

国
人

の
教

育
環

境
の

整
備

・
 平

成
20

年
6

月
「

外
国

人
児

童
生

徒
教

育
の

充
実

方
策

に
つ

い
て

（
報

告
）」

公
表

・
 平

成
21

年
1

月
「

定
住

外
国

人
の

子
ど

も
に

対
す

る
緊

急
支

援
～

定
住

外
国

人
子

ど
も

緊

急
支

援
プ

ラ
ン

～
」公

表
，
3

月
「

同
　

第
2

次
」

公
表

平
成

21
20

09
　

同

>
>

>
外

国
人

の
子

ど
も

の
教

育
環

境
の

整
備

・
定

住
外

国
人

の
子

ど
も

の
就

学
支

援
事

業

（
平

成
21

年
度

34
件

採
択

）

平
成

22
20

10
子

ど
も

た
ち

の
教

育
の

一
層

の
充

実

>
国

際
社

会
で

活
躍

す
る

人
材

の
育

成

>
>

海
外

子
女

教
育

の
充

実

>
>

海
外

か
ら

帰
国

し
た

児
童

生
徒

に

対
す

る
教

育
の

充
実

国
際

交
流

・
協

力
の

充
実

>
外

国
人

に
対

す
る

教
育

の
充

実

>
>

外
国

人
児

童
生

徒
の

教
育

に
対

す
る

支
援

>
>

定
住

外
国

人
の

子
ど

も
の

教
育

環
境

の
整

備

・
虹

の
架

け
橋

教
室

・『
外

国
人

児
童

生
徒

受
入

の
手

引
き

』作
成

・
情

報
検

索
サ

イ
ト

「
か

す
た

ね
っ

と
」開

設

平
成

23
20

11
同

子
ど

も
た

ち
の

教
育

の
一

層
の

充
実

>
外

国
人

の
子

ど
も

た
ち

に
対

す
る

教
育

の
充

実 >
>

外
国

人
児

童
生

徒
の

教
育

に
対

す
る

支
援

>
>

定
住

外
国

人
の

子
ど

も
の

教
育

環
境

の
整

備

平
成

24
20

12
世

界
ト

ッ
プ

レ
ベ

ル
の

学
力

と
規

範
意

識
等

の
育

成
を

目
指

す
初

等
中

等
教

育
の

充
実

 
>

海
外

子
女

，帰
国

・
外

国
人

児
童

生
徒

等
へ

の
教

育
の

充
実

>
>

海
外

子
女

教
育

の
充

実

>
>

海
外

か
ら

帰
国

し
た

児
童

生
徒

に
対

す
る

教
育

の
充

実

>
>

外
国

人
児

童
生

徒
の

教
育

に
対

す
る

支
援

>
>

定
住

外
国

人
の

子
供

の
教

育
環

境
の

整
備

・
 日

本
語

指
導

が
必

要
な

児
童

生
徒

を
対

象
と

し
た

指
導

の
在

り
方

に
関

す
る

検
討

会
議

・
 「
日

本
語

指
導

が
必

要
な

児
童

生
徒

の
受

入
れ

状
況

等
に

関
す

る
調

査
」に

名
称

変
更

（
平

成
26

年
度

よ
り

「
受

入
状

況
等

」の
表

記
）
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外国人児童生徒等教育施策の EBPM に向けた課題（小池）
年

度
海

外
子

女
・

帰
国

子
女

教
育

の
位

置
付

け
外

国
人

児
童

生
徒

教
育

の
位

置
付

け
外

国
人

児
童

生
徒

教
育

の
主

な
新

規
施

策

平
成

25
20

13

平
成

26
20

14

世
界

ト
ッ

プ
レ

ベ
ル

の
学

力
と

規
範

意
識

等
の

育
成

を
目

指
す

初
等

中
等

教
育

の
充

実
 

>
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

の
育

成
に

向
け

た
教

育
の

充
実

>
>

海
外

子
女

教
育

の
充

実

>
>

帰
国

児
童

生
徒

，外
国

人
の

子
供

等
に

対
す

る
教

育
の

充
実

>
>

>
公

立
学

校
に

在
籍

す
る

帰
国

・
外

国
人

児
童

生
徒

等
の

現
状

>
>

>
帰

国
児

童
生

徒
，外

国
人

の
子

供
等

へ
の

支
援

施
策

・
 『
外

国
人

児
童

生
徒

の
た

め
の

JS
L

対
話

型
ア

セ
ス

メ
ン

ト
D

L
A

』
配

付
，『

外
国

人
児

童
生

徒

教
育

研
修

マ
ニ

ュ
ア

ル
』配

付

・
 平

成
26

年
4

月
学

校
教

育
法

施
行

規
則

一
部

改
正

の
施

行
，「

特
別

の
教

育
課

程
」
に

よ
る

日

本
語

指
導

の
編

成
・

実
施

平
成

27
20

15

平
成

28
20

16

初
等

中
等

教
育

の
充

実

>
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

の
育

成
に

向
け

た
教

育
の

充
実

>
>

海
外

子
女

教
育

の
充

実

>
>

帰
国

児
童

生
徒

，外
国

人
の

子
供

等
に

対
す

る
教

育
の

充
実

>
>

>
公

立
学

校
に

在
籍

す
る

帰
国

・
外

国
人

児
童

生
徒

等
の

現
状

>
>

>
帰

国
児

童
生

徒
，外

国
人

の
子

供
等

へ
の

支
援

施
策

・
 平

成
27

年
11

月
「

学
校

に
お

け
る

外
国

人
児

童
生

徒
等

に
対

す
る

教
育

支
援

に
関

す
る

有

識
者

会
議

」
設

置
，
平

成
28

年
6

月
「

学
校

に

お
け

る
外

国
人

児
童

生
徒

等
に

対
す

る
教

育

支
援

の
充

実
方

策
に

つ
い

て
（

報
告

）」
公

表

平
成

29
20

17

平
成

30
20

18

初
等

中
等

教
育

の
充

実

>
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

の
育

成
に

向
け

た
教

育
の

充
実

>
>

在
外

教
育

施
設

に
お

け
る

教
育

の
充

実

>
>

帰
国

児
童

生
徒

・
外

国
人

の
子

供
等

に
対

す
る

教
育

の
充

実

>
>

>
公

立
学

校
に

在
籍

す
る

帰
国

・
外

国
人

児
童

生
徒

等
の

現
状

>
>

>
帰

国
児

童
生

徒
・

外
国

人
の

子
供

等
へ

の
支

援
施

策

・
 平

成
29

年
3

月
「

公
立

義
務

教
育

諸
学

校
の

学
級

編
制

及
び

教
職

員
定

数
の

標
準

に
関

す

る
法

律
」
一

部
改

正
，
日

本
語

能
力

に
応

じ
た

特
別

の
指

導
を

受
け

る
児

童
生

徒
の

た
め

の

教
員

の
基

礎
定

数
化

（
新

設
）（

10
年

後
ま

で

に
児

童
生

徒
18

人
に

1
人

）

文
部

省
編

『
我

が
国

の
文

教
施

策
』（

平
成

3
年

度
～

12
年

度
），

文
部

科
学

省
編

『
文

部
科

学
白

書
』（

平
成

13
年

度
～

30
年

度
）

よ
り

筆
者

作
成

。
な

お
，

平
成

4 （
19

92
）

年
度

か
ら

平
成

18 （
20

06
）
年

度
ま

で
の

外
国

人
児

童
生

徒
教

育
に

つ
い

て
は

，栗
原
（

20
08

）
の
「

表
1 

ニ
ュ

ー
カ

マ
ー

の
子

ど
も

を
対

象
に

す
る

文
部

科
学

省
の

施
策

の
変

遷
（

栗

原
20

08
, p

p.
18

1-
18

3 ）
」

か
ら

一
部

再
掲

し
た

。

注
）

海
外

子
女

・
帰

国
子

女
教

育
の

位
置

付
け

及
び

外
国

人
児

童
生

徒
教

育
の

位
置

付
け

に
つ

い
て

，
各

年
度

の
1

行
目

は
白

書
に

お
け

る
章

の
見

出
し

，「
>

」
は

節
の

見
出

し
，

「
>

>
」

は
項

の
見

出
し

，「
>

>
>

」
は

項
の

下
位

項
目

の
見

出
し

を
示

す
。

下
線

は
筆

者
。
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　昭和 50 年代の『我が国の教育水準』（文部省編）では，「教育人口と教育機会」

の章に「海外勤務者子女教育」の節があり，年齢別・地域別の就学状況が示さ

れている。その後，昭和 63（1988）年度『我が国の文教施策』（文部省編）では，「国

際化の進展と教育・文化・スポーツ」の章に「海外子女・帰国子女教育の充実」

が位置付けられており，「帰国子女教育の充実」の項では，「国内とは事情が異

なる外国に長期間在留していたため，日本語の理解力が不十分であったり，現

地と我が国の学校環境，習慣等の相異から，我が国の学校教育に速やかになじ

めない者も多い（pp.434-435）」という課題，すなわち，「日本語力と日本の学

校教育への適応」という課題が指摘されている。同時に，「帰国子女教育の在

り方については，国内教育に適応させるというのみでなく，国際性豊かな人材

の育成という観点から，海外で身に付けた長所について更に保持・伸長を図る

（p.435）」といった教育的配慮の必要性も述べられており，「国際化」の文脈に

位置付けられている。

　平成 2（1990）年 6 月の改正出入国管理及び難民認定法の施行により新設さ

れた「定住者」の在留資格をもつ日系南米人の急増を受けて，平成 3（1991）

年 9 月に「日本語教育が必要な外国人児童・生徒」に関する初めての全国実態

調査が行われ，平成 4（1992）年度の『我が国の文教施策』に，初めて「外国

人児童・生徒」に対する「日本語教育等」が位置付けられた。

　日本は 1994 年に「児童の権利に関する条約」を批准しており，平成 8（1996）

年 12 月，総務庁行政監察局（当時）は，「外国人子女及び帰国子女の教育に

関する行政監察 < 勧告 >」により，文部省（当時）に対して，1）外国人子女

の円滑な受入れの促進，2）受入れ学校における教育指導の充実等について勧

告を行った。その後，平成 15（2003）年 8 月には，総務省行政評価局が文部

科学省に対して「外国人児童生徒等の教育に関する行政評価・監視結果に基

づく通知」により，1）就学の案内等の徹底，2）就学援助制度の周知の的確

化，3）日本語指導体制が整備された学校への受入れ推進を求めている（総務

省 2003）。

　その結果，平成 16（2004）年度の『文部科学白書』では，「外国人児童生
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徒」に対する教育施策は，これまでの「日本語教育・指導」「国際交流」から，

「教育の充実」として「海外から帰国した児童生徒」と同列に位置付けられた。

2004 年度以降の白書では，以下のような説明が記載されており，「日本人と同

一の教育を受ける機会を保障」するために「日本語指導」と「適応指導」を重

視する方針は，依然として引き継がれている。

「外国人については，我が国の義務教育への就学義務は課されていませんが，公立

の義務教育諸学校への就学を希望する場合は，無償で受け入れており，教科書の無

償給与や就学援助等を含め，日本人と同一の教育を受ける機会を保障しています。

しかしながら，外国人児童生徒のほとんどは，来日前に日本語教育を受けないまま

言語も生活習慣も異なる環境に入ってくることから，適切な日本語指導や学校への

適応指導を行うことができる体制を整備することが重要です。」（下線は筆者）

　2010 年度と 2011 年度に再び「日本人」と「外国人」が分けられたのは，

2008 年秋以降の景気後退によるブラジル学校閉校等の影響を受け，不就学・

自宅待機となっている子どもを対象とした「定住外国人の子どもの就学支援事

業」（2014 年度末に終了）が実施された時期である。この事業は，学校に通え

なくなった子どもが地域で孤立しないよう，日本語等の指導や学習習慣の確保

を図るための場として「虹の架け橋教室」を設け，主に公立学校への円滑な転

入が出来るようにすることを目的として実施された。2007 年度から 2012 年度

までは，就学義務の対象とならない外国人児童生徒の教育に対する「支援」と

して位置付けられている。

　2012 年度からは，「日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況等に関する調

査」として，調査名称から「外国人」が削除された（ただし，「日本語指導が

必要な日本国籍の児童生徒」の在籍状況は以前から調査されている）。国籍に

よらず「帰国・外国人児童生徒等」への教育の充実として一本化され，2013

年度から 2018 年度までは，「グローバル人材の育成に向けた教育の充実」とし

て位置付けられた。
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　2013 年度以降の白書では，「公立学校に在籍する帰国・外国人児童生徒等の

現状」として，「日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒（帰国児童生徒のほか，

本人が重国籍又は保護者の一人が外国籍である等の理由から，日本語以外の言

語を家庭内言語として使用しており，日本語能力が十分でない児童生徒が含ま

れる。）」が増加傾向にあることが記されている。日本国籍の「日本語指導が必

要な児童生徒」の増加を受けて，学校教育法施行規則の一部改正により，2014

年度からは在籍学級とは別の教室で行われる日本語指導を「特別の教育課程」

として編成・実施できるようになった。

　以上，「外国人児童生徒」が白書に登場した 1992 年度から 2018 年度までの

教育施策上の位置付けをまとめると，第 1 期「日本語教育の推進」，第 2 期「相

互理解を進める国際交流」，第 3 期「国際社会に生きる人材の育成」，第 4 期「外

国人児童生徒の教育に対する支援」，第 5 期「グローバル人材の育成に向けた

教育の充実」という変遷を経てきた。この間，文部省・文部科学省の担当部局

は，教育助成局海外子女教育課，初等中等教育局国際教育課適応・日本語指導

係，初等中等教育局国際教育課日本語指導係と変わってきている。

　2018 年 10 月の文部科学省組織再編により，外国人児童生徒教育の担当部局

は，新設された総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課日本語指導

係となった（海外子女教育は総合教育政策局教育改革・国際課）。2019 年 12

月実施の，都道府県，指定都市，中核市教育委員会及び教育センター等の外国

人児童生徒教育等を担当する指導主事等を対象とした新規セミナー（独立行政

法人教職員支援機構主催）では，「共生社会を実現する教育研究セミナー」と

して，「（1）外国人児童生徒との共生」，「（2）支援が必要な児童生徒との共生」

という構成になっている。その目的は，量的な拡大傾向・質的な複雑化が進行

している発達障害の可能性のある児童生徒と，2019 年 4 月の出入国管理及び

難民認定法及び法務省設置法の一部改正施行により更なる増加が予想される外

国人児童生徒の，「個別の教育的ニーズのある児童生徒」との共生をめざす教

育の在り方について協議することとされている（独立行政法人教職員支援機構

2019）。また，『小学校学習指導要領（平成 29（2017）年告示）解説総則編』（文
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部科学省 2018a）及び『中学校学習指導要領（平成 29（2017）年告示）解説総

則編（文部科学省 2018b）』では，第 3 章「教育課程の編成及び実施」の第 4 節「児

童（中学校では生徒，以下同様）の発達の支援」第 2 項に「特別な配慮を必要

とする児童への指導」として，（1）障害のある児童などへの指導，（2）海外か

ら帰国した児童や外国人の児童の指導，（3）不登校児童への配慮（中学校では，

（4）学齢を経過した者への配慮）という構成で位置付けられている。2020 年

度以降の外国人児童生徒教育は，「個別の教育的ニーズのある児童生徒」の教

育という観点から，具体的方策が展開していくものと思われる。

　5　「日本語指導が必要な児童生徒」という呼称が見えなくするもの

　学習指導要領では，「国際化の進展に伴い，学校では帰国児童や外国人児童

に加え，両親のいずれかが外国籍であるなどのいわゆる外国につながる児童の

受入れが多くなっている。（文部科学省 2018a, p.115）」として，「いわゆる外国

につながる児童」との表現が使われている。個別の指導計画を作成するために

は，子どもの第一言語の習得状況や家庭での言語使用状況，第一言語での学力

等，個別の教育的ニーズを把握する必要があるが，学習指導要領の記載では，

下記のように，従来の適応指導と日本語指導に焦点が当てられている。

①学校生活への適応等（第 1 章第 4 の 2 の（2）のア）

ア　海外から帰国した児童などについては，学校生活への適応を図るとともに，

外国における生活経験を生かすなどの適切な指導を行うものとする。
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② 日本語の習得に困難のある児童への通級による指導（第 1 章第 4 の 2 の（2）

のイ）

イ　日本語の習得に困難のある児童については，個々の児童の実態に応じた指

導内容や指導方法の工夫を組織的かつ計画的に行うものとする。特に，通級に

よる日本語指導については，教師間の連携に努め，指導についての計画を個別

に作成することなどにより，効果的な指導に努めるものとする。

　②については，在籍学級での教科学習に参加できるよう，学級担任や教科担

当教員と日本語指導担当教員等の教員間で話し合いながら指導計画を立て，在

籍学級での指導と，いわゆる取り出し教室での指導とを連携させる必要がある。

先行研究では，「移民」の子どもの統合という観点から，特に有効性が認めら

れている政策対応として，1）継続的な言語支援を可能な限り早く，通常クラ

ス内で実施すること，2）子どもに質の高い就学前教育を受けさせるよう，移

民の親に促すこと，3）すべての学校において，移民の子どもの受け入れ体制

を整えることが挙げられている（OECD 編著 2017, pp.116-124）。しかし，日本

の現状は，長年，日本人児童生徒の標準を想定した適応指導と日本語指導に焦

点が当てられてきたために，特に「日本語指導」の目的や方法が「移民」の子

どもにとっての有効な内容・方法となっていない。

　例えば，1）については，初等中等教育における計画的な言語支援が長期間

にわたって継続されることの必要性が指摘されているが，「日本語指導が必要

な児童生徒」への指導内容に関する調査では，「日本語と教科の統合学習」を行っ

ている学校数は，「日本語基礎（文字・表記・語彙・文法，学校への適応や教

科学習に参加するための基礎的な力をつける）」の指導を行っている学校数の

半数に満たない（文部科学省 2019b）。また，「日本語基礎」の学習を中心に一

定期間にわたり取り出し指導を行い，その後の在籍学級での学びの支援が効果

的になされていないことも多い。それは，学校現場でしばしば聞かれる「日本

語教室を卒業させる」「在籍学級に戻す」といった教員の語りが象徴するように，

ある一定程度の日本語力が身に付くまで在籍学級での学びとは離れて個別指導
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を行ったほうがよいという考えであり，OECD が提言する「『取り出し』授業

を避ける（OECD 編著 2017, p.118）」べきであるとの研究結果とは逆行してい

る側面がある。

　日本では，現在のところ，教員養成課程や現職教員研修で子どもの第二言語

の発達や指導方法について学ぶ機会は少ない。そのような現状において，「日

本語指導が必要な児童生徒」という呼称が，教員に誤った指導観を与えてしま

う影響は否定できない。西川・青木（2018）の『日本で生まれ育つ外国人の子

どもの日本語力の盲点』の調査結果では，学校で「日本語指導が必要な児童生徒」

と判断されていない子どものなかに，支援が必要であるにもかかわらず，見過

ごされている子どもがいることが示されている。また，佐久間（2014）による

と，「自治体によっては，日本国籍者や日本国籍を取得すると日本語指導の対

象者からはずされたり（佐久間 2014, p.44）」することがあるという。「日本生

まれである」「日本国籍である」「ある基準の日本語力を身に付ける」ことで，「日

本人と同一の教育を受ける」条件を満たすと判断することは，複数の言語・文

化背景をもつことによる「個別の教育的ニーズ」を見えなくしてしまう。

　一方で，「日本語指導が必要な児童生徒」がいるが，「特別の教育課程」によ

る指導を実施していない場合があり，その理由として，「在籍学級で支援を受

けながら学習しているため」と回答している学校もある（文部科学省 2019b）。

「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査」は，全国的な状況

を量的に把握するものであるが，今後，指導内容・方法に関するより詳細な実

態把握が必要である。

　6　結論　―外国人児童生徒等教育の EBPM に向けて―

　以上，日本の外国人児童生徒等教育施策の立案・評価に必要なデータを検討

するために，第 2 節では，移民政策をとっていない日本では公的統計で外国人

児童生徒の不就学・不登校者数や，高等学校等への進学者数・就職者数などが

把握されていない現状と，施策の対象である「日本語指導が必要な児童生徒」
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が客観的データに基づく選別ではないことを確認した。第 3 節では，諸外国で

は施策のモニタリングの変数として，親の出身国・地域や社会的経済的階層，

本人の出生地，移住時の年齢，第一言語，家庭で使用する言語，就学時の年齢，

就学期間，学力調査結果などが考慮されていることを示した。第 4 節では，日

本の施策が適応指導と日本語指導に焦点化されてきた背景と今後の「個別の教

育的ニーズのある児童生徒」という観点への展開を整理した。第 5 節では，「個

別の教育的ニーズ」に対する指導内容・方法の充実に向けて，これまで使用さ

れてきた「日本語指導が必要な児童生徒」という呼称が「教科指導」よりも「日

本語指導」を優先する考え方を助長してきた可能性と，指導内容・方法に関す

る詳細な実態把握の必要性を指摘した。

　「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（平成 30（2018）

年度）」の主な調査項目は，（1）学校種別在籍状況，（2）母語別（外国籍）・言

語別（日本国籍）在籍状況，（3）在籍人数別状況，（4）施策の実施状況，（5）

高校生等の中退・進路状況である。（5）の，日本語指導が必要な高校生等の中退・

進路状況については，全高校生等（3）と比較した中途退学率で 7.4 倍，就職者に

おける非正規就職率で 9.3 倍，進学も就職もしていない者の率で 2.7 倍高いと

いう結果が出ている。第 5 節で指摘したように，「日本語指導が必要な児童生徒」

として認識されずに見過ごされている，さらに多くの子どもたちも存在してい

ると推察され，この数値が示す格差から見れば，現在の施策や指導内容・方法

は必ずしも成功しているとは言えない。

　今後，まず収集すべき基礎データは，量的拡大への対応と，指導内容・方法

の質的向上に資する実態把握のための情報に分けられる。

　量的な把握として，不就学者数，不登校者数，高等学校等への進学者数，就

職者数は，公的統計としてデータを収集し公表されるべきである。また，本人

だけではなく，親世代の言語・文化背景は，「個別の教育的ニーズ」を知るた

めに必要な情報である。「個別の教育的ニーズ」を把握するためには，国内の

外国人学校と日本の公立校とを行き来した経験があるかどうかも重要である

が，各種学校としての認可を受けていない外国人学校に通う子どもについては，
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その数が把握されていない。今後の量的拡大を見据えて，外国人学校に通う子

どもに関する，より詳細なデータも必要である。

　さらに，第 5 節で述べた OECD の調査結果からは，就学前教育の重要性が

明らかとなっている。2019 年 6 月からの「外国人児童生徒等の教育の充実に

関する有識者会議」でも就学前教育の在り方について検討がなされており，就

学前の子どもの実態把握が進めば，より焦点化された具体的施策が検討できる

と思われる。

　先に述べた日本人児童生徒との格差がどのような要因によって生じているの

かを明らかにするためには，指導内容・方法の質と児童生徒の「個別の教育的

ニーズ」との関連を見ていく必要がある。まずは，現在，「日本語指導が必要」

であるとされている児童生徒に関する客観的データと学校の判断との関連を分

析するために，「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査」の

項目に関連して，より詳細な情報収集と分析が求められる。例えば，同調査で

は，平成 24（2012）年度調査までは在籍期間別児童生徒数が報告されていたが，

その次の平成 26・28・30 年度調査では明らかでない。来日してからの期間を

「日本語指導が必要」かどうかの基準にしている学校は多く（注 2 を参照），具

体的にどの程度の期間を基準としているのか，それはなぜかについて明らかに

することで，改善策が見出されるはずである。

　今後の課題は，いくつかの地域でモデル校を対象として，子どもに関する実

態把握を行い，指導内容・方法の実態，学校や教員の判断の基準とを照らし合

わせて分析し，EBPM に向けた量的調査項目として重要となる要素を抽出す

ることである。

注

　（ 1 ）　 「不就学状態」にある外国人の子どもについては，就学年齢相当の外国籍の子

どもの就学状況に関する初めての全国的な調査が令和元（2019）年に実施され

た。（文部科学省「外国人の子供の教育の更なる充実に向けた就学状況等調査

の実施及び調査結果（速報値）について」令和元年 9 月 27 日
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http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/31/09/__icsFiles/afieldfile/2019/09/27/142156

8_001.pdf）

　（ 2 ）　 「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（平成 30 年度）」の

結果によれば，「日本語指導が必要な児童生徒」の対象であるかの判断について，

「1. DLA（Dialogic Language Assessment, 文部科学省『外国人児童生徒のための

JSL 対話型アセスメント DLA』）や類似の日本語能力測定方法により判定して

いる」と回答した学校（全校種，外国籍の該当児童生徒在籍校 7,753 校，日本

国籍 3,654 校）が 2,549 校，「2. 児童生徒の学校生活や学習の様子から判断して

いる」が 9,376 校，「3. 児童生徒の来日してからの期間を対象基準にしている」

が 3,706 校，「4. その他」が 1,790 校（複数回答可）となっている（文部科学省

2019b）。

　（ 3 ）　 公立の全日制・定時制高等学校，通信制高等学校，中等教育学校後期課程及び

特別支援学校高等部の生徒。

参考文献

　赤林英夫（2016）「国の初等中等教育政策における EBPM 推進に際し解決すべき教育

統計データの課題」内閣官房行政改革推進本部「EBPM のニーズに対応する経

済統計の諸課題に関する研究会」第 7 回（平成 28 年 11 月 22 日）資料 1

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ebpm_kenkyukai/dai7/siryou1.pdf

　一般財団法人自治体国際化協会ニューヨーク事務所（2018）「米国における英語を母

国語としない児童への英語教育」自治体国際化協会， Clair Report No.455

　臼井智美・佐藤博志・鞍馬裕美・末松裕基・照屋翔大（2016）「日本と英豪米におけ

る移民教育政策の分析枠組み：言語習得と学力保障の教育施策に着目して」学

校経営研究 41, 33-47

　臼井智美（2017）「外国人児童生徒教育研究の立場から」日本教育経営学会紀要 59, 

80-84

　OECD 編著， 布川あゆみ・木下江美・斎藤里美監訳（2017）『移民の子どもと学校：統

合を支える教育政策』明石書店

　太田晴雄（2005）「日本的モノカルチュラリズムと学習困難」宮島喬・太田晴雄編『外

国人の子どもと日本の教育：不就学問題と多文化共生の課題』東京大学出版会， 

57-75

　川上郁雄（2019）「移民の子どもへの言語教育とは：日本語教育のあり方を問う」『別

冊 環 24 開かれた移民社会へ』藤原書店， 224-228

02【論説】小池先生.indd   53 2020/03/09   17:54:30



─ 54 ─

外国人児童生徒等教育施策の EBPM に向けた課題（小池）

　金泰勲（2016）「外国人児童生徒に対する韓国の教育政策に関する考察：「多文化家族」

の子どもの学習権を中心に」教育研究 （58）， 15-23

　栗原真孝（2008）「ニューカマーの子どもを対象にする教育行政の特徴に関する研究：

文部科学省の施策に着目して」早稲田大学大学院教育学研究科紀要 別冊 16（1）， 

177-186

　児島明（2009）「ニューカマー児童生徒教育をめぐる経路依存性と展開の固有性：神

奈川県大和市における国際教室の事例から」和光大学現代人間学部紀要 （2）， 

117-131

　佐久間孝正（2014）「文部科学省の外国人児童生徒受け入れ施策の変化」専修人間科

学論集  社会学篇 4 （2）， 35-45

　佐々木光明・阿久澤麻理子（1998）「マイノリティの子どもたちと教育」中川明編『マ

イノリティの子どもたち』明石書店， 88-116 

　下村哲夫（1993）「教育の国際化と外国人にかかわる教育法制の課題」日本教育行政

学会年報 19 （0）， 3-21

　末岡加奈子（2014）「グローバル化時代における貧困予防としての『言語力』：オラン

ダの非西洋系児童集中校の事例から」教育学研究 81 （2）， 200-213 

　総務省（2003）「外国人児童生徒等の教育に関する行政評価・監視結果に基づく通知」（平

成 15 年 8 月）

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/hyouka_kansi_n/ketsuka_nendo/

pdf/030807_2_01.pdf

　園山大祐編（2016）『岐路に立つ移民教育 : 社会的包摂への挑戦』ナカニシヤ出版

　独立行政法人教職員支援機構（2019）「共生社会を実現する教育研究セミナー （1）：外

国人児童生徒との共生」

https://www.nits.go.jp/training/seminar/012.html

　内閣官房行政改革推進本部（2019）「統計等データの提供等に関するユーザーからの

要望・提案募集 検討結果一覧」

https://www.gyoukaku.go.jp/ebpm/guideline/list.pdf

　内閣府（2018）「経済財政運営と改革の基本方針 2018：少子高齢化の克服による持続

的な成長経路の実現」平成 30 年 6 月 15 日

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2018/2018_basicpolicies_ja.pdf

　西川朋美・青木由香（2018）『日本で生まれ育つ外国人の子どもの日本語力の盲点：

簡単な和語動詞での隠れたつまずき』ひつじ書房

　ハヤシザキカズヒコ（2015）「移民の子どもの教育の現状と課題」日本労働研究雑誌 

57 （9）， 54-62

02【論説】小池先生.indd   54 2020/03/09   17:54:31



─ 55 ─

　森田正信（2019）「教育行政における EBPM の取組状況について」教育行財政研究 46 

（0）， 25-30

　文部科学省（2018a）『小学校学習指導要領（平成 29 年告示）解説 総則編』東洋館出

版社

　文部科学省（2018b）『中学校学習指導要領（平成 29 年告示）解説 総則編』東山書房

　文部科学省（2019a）『外国人児童生徒受入れの手引【改訂版】』明石書店

　文部科学省（2019b）「『日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（平

成 30 年度）』の結果について」令和元年 9 月 27 日

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/31/09/__icsFiles/afieldfile/2019/09/27/142156

9_002.pdf

　山本聡子（2007）「『日本語教育が必要な外国人生徒』の位置づけ」言語社会 （1）， 

342-329

　山本須美子編著（2017）『ヨーロッパにおける移民第二世代の学校適応：スーパー・

ダイバーシティへの教育人類学的アプローチ』明石書店

　OASDI（the Ontario Association of School Districts International）（2016）English 

Language Learning （ELL）

http://www.oasdi.ca/English%20Language%20Learning.php

　OECD（2018）Settling In 2018 : Indicators of Immigrant Integration 

http://www.oecd.org/els/mig/Main-Indicators-of-Immigrant-Integration-bw.pdf

　OECD（2019）International Migration Outlook 2019

https://www.oecd.org/migration/international-migration-outlook-1999124x.htm

　　（各 web サイトの最終閲覧日は 2019 年 11 月 30 日）

02【論説】小池先生.indd   55 2020/03/09   17:54:31


